
                         

  
1111 月月はは｢｢労労働働保保険険未未手手続続事事業業一一掃掃強強化化期期間間｣｣  

事業主の皆様へ 労働保険の成立手続はおすみですか？ 
１人でも労働者を雇ったら、労働保険の加入が必要です 

 

 厚生労働省では、１１月を「労働保険未手続事業一掃強化期間」と定め全国的に広報を行うほか、 

 三重労働局では、一般社団法人全国労働保険事務組合連合会三重支部と連携して、労働保険の未 

手続事業場を戸別訪問する等により、加入促進を図っています。 
 

 労働保険（「労災保険」と「雇用保険」の総称）は政府が管理し、運営する強制保険です。 

農林水産業の一部を除き、労働者を１人でも雇用している場合、事業主又は労働者の意思の有無

にかかわらず加入が法律で義務づけられています。 
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（注１）雇用保険の被保険者とならない場合もあります。 

※建設業の現場労災保険については、適用要件が異なります。 

 

 

 

 

労働者を雇用していますか？ 

労働保険に加入の必要があります 
労働保険の加入の必要はありません 
今後、労働者を雇用した場合は、労働保険の加入が必要です。 
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お問合せ先 三重労働局総務部労働保険徴収室 電話：０５９－２２６－２１００    

又は、最寄りの労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）へご相談ください。  
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労 働 保 険 

労災保険（労働者災害補償保険） 
労働者が業務上の事由、二以上の事業の

業務を要因とする事由又は通勤が原因で負
傷した場合、病気になった場合や不幸にも
死亡された場合に被災労働者や遺族を保護
するため必要な保険給付を行います。 
 また、労働者の社会復帰促進など、福祉
の増進を図るための事業も行っています。 

 

雇用保険 
労働者が失業した場合や雇用の継続が困

難となる事由が生じた場合に、労働者の生
活や雇用の安定を図るとともに、再就職を
促進するため必要な給付を行います。 
 また、労働者の能力の開発や向上等労働
者の福祉の増進を図るための事業も行って
います。 

※労働保険の加入手続きを怠っていると 

１．遡って保険料を徴収するほか、追徴金も徴収します 

２．労働災害が生じた場合、労災保険給付額の全部又は一部を徴収します（費用徴収制度） 

３．事業主の方のための助成金が受けられません 
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２．労働災害が生じた場合、労災保険給付額の全部又は一部を徴収します（費用徴収制度） 
 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

３．事業主の方のための助成金が受けられません 
 

雇用調整助成金や、特定求職者雇用開発助成金などの、事業主のための雇用関係助成金につ

いては、労働保険料の滞納がある場合、受給できない可能性があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労災保険の成立手続について行政機関か

ら指導等を受けたにもかかわらず、手続

を行わない期間中に業務災害や通勤災害

が発生した場合 

事業主が「故意」に手続を行わないもの

と認定し、当該災害に関して支給された

保険給付額（＊）の１００％を徴収 

労災保険の成立手続について行政機関か

ら指導等を受けてはいないものの、労災

保険の適用事業となった時から１年を経

過してなお手続を行わない期間中に業務

災害や通勤災害が発生した場合 

事業主が「重大な過失」により手続を行

わないものと認定し、当該災害に関して

支給された保険給付額（＊）の４０％を

徴収 

 労働局、労働基準監督署又はハローワークから指導を受けたにも関わらず、労働保険

の加入手続きを行わない事業主に対しては、政府が職権により成立手続及び労働保険料

額を決定します。  

その際、過去の期間についても遡って労働保険料を徴収するほか、併せて追徴金も徴

収します。 

 事業主が「故意」又は「重大な過失」により労災保険に係る保険関係成立届を提出して

いない期間中に生じた事故について、労災保険給付を行った場合は、事業主から遡って労

働保険料を徴収（併せて追徴金を徴収）するほかに、労働基準法の規定による災害補償の

価格の範囲で、保険給付に要した費用の全部又は一部を徴収します。 

 

(＊)療養開始後３年間に支給されるものに限る。 

また、療養（補償）等給付及び介護（補償）等 

及び二次健康診断等給付は除く。 

※なお、労働保険の成立手続後においても、 

事業主が一般保険料を滞納している期間中に業務災害や複数業務要因災害、通勤災害が発生し

た場合、または、事業主の故意又は重過失により業務災害が発生した場合には、保険給付額の

一部が事業主から徴収されます。 

 

加入手続きを行っていない事業主の方は、速やかにご相談ください。 

 労働局又は最寄りの労働基準監督署及び公共職業安定所（ハローワーク）で行って

おります。 


